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１　はじめに

野菜は、気候条件などによる供給量の変
動が価格に大きく影響することから、施設
園芸で野菜を生産し、供給の安定化を図る
ことが重要とされる。しかし、近年、日本
の施設園芸農家戸数（野菜類）は、高齢化
や担い手不足などに伴い減少傾向にあり、
2020年には2000年と比較して４割程度

減少となる９万6000戸となり（図１）、
栽培延べ面積も同２割強減少の３万9500
ヘクタールとなっている（図２）。施設園
芸で生産される野菜の中で、主要生産品目
であるトマト（大玉トマトおよびミニトマ
ト。以下同じ）は、栽培延べ面積が全体の
２割弱を占め、産出額でも野菜全体の１割を
占める基幹作物となっているが（図３）、栽
培延べ面積は前述のとおり減少傾向にある。

韓国産トマトの生産・輸出と消費の動向

韓国産生鮮トマトは、日本国内で流通する輸入トマトの過半を占め、一定の品質と価格
の優位性などから、業務用を中心に広く利用されている。しかし、同国では、栽培コス
トの上昇などから、今後は取引価格の上昇が懸念されているほか、同国内でも、健康志
向の高まりなどから自国消費の増加も想定され、日本国内の供給量確保の点でも、同国
の動向に注視が必要である。

調査情報部
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図１　施設園芸農家戸数の推移（野菜類）

資料：農林水産省「農林業センサス」
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図２　施設野菜とトマトの栽培延べ面積の推移

資料：農林水産省「園芸用施設の設置等の状況」
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資料：農林水産省「園芸用施設の設置等の状況」

図３　野菜産出額の品目別割合（2021年）

資料：農林水産省「令和３年生産農業所得統計」
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一方、隣国の韓国では、トマトやパプリ
カをはじめとする施設園芸で生産する野菜
を輸出戦略品目と定め、1991年から
2000年にかけて同国政府が実施した先端
農業施設師範団地事業（注１）などにより、施
設園芸を推進してきた。同国は日本にとっ
て生鮮トマト（生食用を意味し、加工用を
含まない。以下同じ）の最大の輸入先と
なっており、21年の生鮮トマトの輸入量
のうち同国産が７割を占めた。同国産の生
鮮トマトは小売店などで目にする機会は限
定的であり、主に中食や外食などでハン
バーガーやサンドイッチ、サラダ類など、
多種多様なメニューの食材として使用され
ている。
本稿では、トマトの主要輸入先の１つで
ある韓国のトマト生産および流通動向など
について報告する。
なお、本稿中の為替レートは、１ウォン＝
0.11円（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング株式会社「月末・月中平均為替相
場」の23年８月末日TTS相場）を使用し
た。

（注１）�政府が、加温施設に対して大規模な支援を行っ
た国庫補助事業。本事業の国庫負担は、累計で
8800億ウォン（968億円）。負担割合は国
60％、融資40％で、施設建設時の自己資金の負
担はなかった。

２　日本における韓国産トマトの位置付け

（１）日本のトマトの消費・生産状況
総務省の家計調査（二人以上の世帯）に
よると、日本の１世帯当たり生鮮トマトの
年間購入数量は、2000年の12.8キログ
ラムから10年には10.8キログラムにまで
減少したが、22年には11.1キログラムと

わずかに増加している（図４）。生鮮野菜
の年間購入数量を見ると、多くの品目が減
少傾向にある中で、トマトの消費量が増加
している要因として、健康志向の高まりに
よるサラダ需要の増加のほか、近年では甘
みの強い品種が浸透し、消費層が拡大傾向
にあることなどが背景にあるとみられる。
また、22年度に農林水産省が実施した「ア
フターコロナを見据えた野菜・果物の消費
動向調査（注２）」によると、対象者2098名
のうち16％が、新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）の拡大に伴い「野菜を食
べる頻度が増加した」と回答し、摂取が増
えた野菜としてブロッコリーに次いでトマ
トが挙げられた。このように、トマトは栄
養価の高い緑黄色野菜として評価が高く、
需要が伸びている品目の１つである。

（注２）�農林水産省：令和４年度「アフターコロナ」を
見据えた野菜・果物の消費動向調査結果と野菜・
果物のレシピ紹介（https://www.maff.go.jp/
j/seisan/ryutu/engei/aftercovid19/1.html、
本誌57・58頁参照）

日本のトマトの生産状況を見ると、従来
は夏野菜の代表として夏季の露地栽培が主
流であったが、現在は施設園芸による栽培
が普及し、周年供給体制が実現している。
東京都中央卸売市場の国産トマトの月別入
荷実績を見ると、５～８月にかけて入荷量
が多い傾向にあるが、その他の月も6000
～ 8000トン台で安定的に推移している
（図５）。
また、周年出荷されるトマトは、出荷時
期により夏秋トマト（７～ 11月）と冬春
トマト（12月～翌６月）に分けられる。
夏秋トマトは北海道、茨城県、福島県、岐
阜県などの比較的冷涼な高冷地を中心に、
冬春トマトは熊本県、栃木県、愛知県、千

https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/aftercovid19/1.html
https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/aftercovid19/1.html
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葉県を中心に産地リレーによって生産され
ている。21年の国内収穫量72万5200ト
ン（前年比2.7％増）のうち、冬春トマト
は39万4900トン（同2.7％増）、夏秋ト

マトは33万300トン（同2.8％増）であ
り、近年は冬春トマトの収穫量が半数以上
を占めている（図６）。

図４　１世帯当たり年間の生鮮野菜購入量

資料：総務省統計局家計調査「１世帯当たり年間の品目別支出金額、購入数量及び平均価格（二人以上の世帯）」

12.8

10.1

6.1

4.9

2.7

10.8

8.2

4.5

3.5

2.4

11.1

7.5

4.4

2.7 2.8

0

2

4

6

8

10

12

14

トマト きゅうり なす ほうれんそう ピーマン

（㎏）

2000年 2010年 2022年

図５　国産トマトの月別入荷実績の推移（東京都中央卸売市場）

資料：東京都中央卸売市場「年報」
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さらに、国産トマトは収穫量の約８割が
ビニールハウスやガラス温室などの施設園
芸で栽培され、残りが雨よけや露地で栽培
されるなど、収穫量に占める施設園芸の割
合が非常に高くなっている（図７）。前述
のとおり、施設園芸で栽培されるトマトの

栽培延べ面積は減少傾向にあるが、単収の
上昇（20年の単収は、10アール当たり
6360キログラム：12年比13.2％増）な
どから、収穫量はほぼ横ばいで安定的に推
移している。

資料：農林水産省「野菜生産出荷統計」
注　：年度区分（主たる収穫・出荷期間）は、12月～翌11月。
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（２）韓国産トマトの輸入状況
生鮮トマトの輸入量を見ると、2020年
以降はCOVID-19の拡大に伴う物流の停
滞や外食需要の減退を受けて減少傾向にあ
る（図８）。22年の生鮮トマトの輸入量は
6254トン（前年比25.4％減）と大幅に
減少しているが、COVID-19の位置付けが
５類感染症になった中で、今後は中食や外
食からの需要回復が見込まれている。また、
過去10年間の生鮮トマトの輸入量を見る
と、輸入先には大きな変動がないものの、
各国からの輸入量に大きな変化がみられ

る。以前は輸入量の大半を米国産が占めて
いたが、韓国産やメキシコ産など安価な生
鮮トマトの輸入量が増加したことなどか
ら、米国産は減少傾向にある。年によって
変動はあるものの、近年は日本に輸入され
る生鮮トマトの５～７割程度が韓国産と
なっている。
また、過去５カ年の生鮮トマトの月別輸
入量を見ると、直近の22年を除き、国産
の出荷量が減少する７～ 12月に増加する
傾向がある（図９）。

図８　日本の生鮮トマト国別輸入量の推移

資料：農畜産業振興機構「べジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）
注　：HSコード0702.00-000
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図９　生鮮トマトの月別輸入量の推移

資料：農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）
注　：HSコード0702.00-000
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韓国産トマトの平均輸入単価を見ると、
１キログラム当たり305～ 344円と安定
的に推移している。メキシコ産やカナダ産
と比較しても低い水準で推移しており（図

10）、供給の安定性や価格面から業務用需
要者からの評価が高く、韓国産は日本国内
で一定の地位を確立している状況にある。

３　韓国のトマト生産の動向

（１）生産概況
韓国の施設園芸農家戸数は、2021年に
14万5649戸（前年比15.2％増）と前年
からかなり大きく増加したものの、13年
以降の推移を見ると、日本と同様に、高齢
化や担い手不足から緩やかな減少傾向で推

移している（図11）。同国の政府系研究機
関である韓国農村経済研究院（以下
「KREI」という）によると、21年の増加
理由について明確な理由は不明としている
ものの、COVID-19の拡大を受けて、都会
を離れて地方に移住する人が大幅に増加
し、就農および帰農する人が増えたことが
背景にあるものと推測している。

図10　生鮮トマトの平均取引価格（東京都中央卸売市場）と平均輸入単価の推移

資料：農畜産業振興機構｢ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）
注　：HSコード0702.00-000
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図11　韓国における施設野菜の農家戸数の推移

資料：韓国統計庁
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また、施設園芸による栽培面積は0.3 ～
2.0ヘクタール規模が主流となっており、
10ヘクタールを超える大規模経営は全体
の２％程度しかいない（図12）。
同国では、全国各地でビニールハウスや
ガラス温室などの施設園芸によりトマトの
栽培が行われている。韓国統計庁によると、
同国北部の江

こうげん

原道
どう

など一部地域では露地栽
培が行われているものの、生産量はごくわ
ずかであるため、10年以降は露地栽培に
関するデータは集計されていない。
同国のトマトの施設栽培面積は10年を
底に上昇基調にあり、14年には7070ヘ
クタール（前年比16.8％増）を記録した。
しかし、急激な生産量の増加に伴い卸売価
格が下落したことなどから、翌年には
6976ヘクタール（同1.3％減）と減少に
転じている（図13）。その後も卸売価格の
下落から栽培面積の減少が続いたものの、

18年にはピ－マンや花卉など他品目から
の転換が進んだことで増加した。21年に
は6010ヘクタール（同8.9％増）となり、
過去最長の梅雨と台風に見舞われ価格が高
騰した前年の影響を受けて、かなりの程度
増加した。また、同年の収穫量も36万
9000トン（同7.4％増）とかなりの程度
増加し、10アール当たりの単収は6146
キログラムとなった。KREIが発表した22
年の農業展望によると、トマトの栽培面積
は消費需要が堅調に推移しているため、多
品目からの転換と規模拡大により、中長期
的には年平均0.6％増で緩やかに増加し、
26年には6330ヘクタール、31年には
6403ヘクタールに達すると予想されてい
る。また、生産量は26年には39万7000
トン、31年には40万6000トンに達する
とされている。

図12　面積規模別農家数の推移

資料：韓国統計庁

2017年

18年

19年

20年

21年

0

5

10

15

20

25
(千戸)



野菜情報 2023.1069

（２）生産地域と作型
韓国のトマトの生産方法は、土耕栽培

（促成、半促成、抑制）と養液栽培があり（写
真１）、地域ごとに定植時期と出荷時期を
ずらすことにより、ほぼ１年を通しての出

荷が可能となっている（図14）。また、主
産地は忠

ちゅう

清
せい

南
なんどう

道、江原道、全
ぜ ん ら

羅北
ほくどう

道および
全
ぜ ん ら

羅南
なんどう

道であり、この４地域で生産量の５
割以上を占めている（図15、表１）。

図13　韓国のトマト栽培面積、収穫量および単収の推移

資料：韓国統計庁
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図14　トマト品種別・地域別栽培時期

資料：韓国農業観測センター
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図15　トマト産地の分布

資料：韓国統計庁から作成
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土耕栽培のうち促成栽培は、秋に定植し
た後、収穫期間が冬から春になるため、栽
培期間の多くで加温を必要とする。このた
め、促成栽培は比較的温暖な全羅北道以南
の南部で多く行われている。半促成栽培は、
冬に定植した後、収穫期間が春から初夏に
なるため温度管理が行いやすいことから、
韓国のトマト栽培方法の大部分を占めてお
り、南部と忠清地方で多く行われている。
抑制栽培は、初夏に定植した後、収穫開始
が盛夏期となり、夏の高温・梅雨や乾燥な
どを避けるため、冷涼な準高冷地や高冷地
（江原道、京畿道の一部など）で行われて
いる。また、ミニトマトでは、土を使わず
に肥料成分を水に溶かした養液栽培が主流
となっている（写真１）。養液栽培には土
の代わりに固形物質を培地として用いる固
形培地耕と固形物質を用いずに根に直接養
液を接触させる水耕栽培があるが、同国で
はパーライト耕（注３）を培地として使用した

養液栽培が最も多い。

（注３）�火山岩や珪藻土などを原料として、高温で熱処
理してできる発泡体。加熱することで、膨張し、
多孔質になることから、通気性や土壌の軽量化
に優れており、土壌改良資材として使用される。

（３）栽培コスト
2021年の大玉トマト（促成栽培）およ
びミニトマトの10アール当たり栽培コス
トのうち、最も大きな割合を占めるのは施
設償却費、資材費、水道光熱費、人件費で、
この４項目で栽培コストの７割以上を占め
ている（表２、表３）。また、種苗費は、
収量と耐病性を重視するため、割高な海外
品種を使わざるを得ず、圧縮が難しい状況
にある。さらに、2018年産から21年産
の３年間で、修繕費が大幅に上昇している
が、施設の老朽化に加え、頻発する異常気
象による施設の損壊などが背景にあると考
えられる。

表１　トマトの栽培面積、生産量および単収（地域別）

資料：韓国統計庁

地域
栽培面積（ha） 生産量（t） 単収（㎏／ 10a）

2019年 2020年 2021年 2019年 2020年 2021年 2019年 2020年 2021年
ソウル特別市 4 4 13 18 16 56 450 450 450
釜山広域市 301 410 514 18,717 24,863 31,102 6,226 6,058 6,050
大邱広域市 186 150 32 10,552 8,429 1,790 5,682 5,608 5,589
仁川広域市 79 74 63 5,548 5,236 4,450 7,021 7,033 7,045
光州広域市 95 90 140 7,722 6,629 10,251 8,130 7,329 7,298
大田広域市 36 30 26 1,692 1,397 1,210 4,711 4,706 4,611
蔚山広域市 5 2 30 356 106 1,913 6,470 6,606 6,360
世宗特別自治市 15 22 28 649 979 1,244 4,409 4,409 4,409
京畿道 315 269 489 13,941 12,195 22,215 4,427 4,537 4,546
江原道 922 906 885 49,125 47,733 46,470 5,327 5,270 5,248
忠清北道 402 445 447 24,364 26,036 25,304 6,067 5,849 5,657
忠清南道 778 727 1,012 56,705 54,610 76,055 7,286 7,507 7,518
全羅北道 483 495 692 27,281 28,561 40,143 5,651 5,770 5,804
全羅南道 908 871 643 59,349 55,099 41,196 6,538 6,327 6,405
慶尚北道 505 356 441 31,310 22,102 25,953 6,203 6,211 5,890
慶尚南道 629 626 504 47,710 46,794 36,259 7,580 7,470 7,194
濟州道 44 43 51 3,541 3,263 3,772 8,035 7,504 7,372
合計 5,706 5,521 6,010 358,580 344,048 369,383 6,284 6,231 6,146
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（４）卸売価格と小売価格の推移
2021年の大玉トマトの卸売価格は、１
キログラム当たり平均3573ウォン（393
円）となった。年間の卸売価格の推移を見
ると、忠清地域の収穫が終了する９月や年
末年始の需要期は価格が高い時期となり、
出荷量が多くなる５～７月ごろに価格が低

落している（図16）。20年および22年は
夏季の梅雨の影響で作柄不良となったこと
から８～９月の価格が高騰した。同年の小
売価格は、同5822ウォン（640円）とお
おむね卸売価格に連動する形で推移してい
る（図17）。

表２　大玉トマト（促成）の栽培コスト

資料：韓国農村振興庁「農畜産物所得資料集」

項目

2018年 2021年 2021年 /
2018年比
（増減率）ウォン 円

栽培コスト
に占める
割合（％）

ウォン 円
栽培コスト
に占める
割合（％）

10 アール当たりの
総収入（A） 20,101,381 2,211,152 － 25,139,629 2,765,359 － 25.1％

10 アール当たりの
経営費（B） 12,533,327 1,378,666 － 13,895,360 1,528,490 － 10.9％

①施設償却費 1,778,976 195,687 14.2％ 3,162,462 347,871 22.8％ 77.8％
②資材費 2,805,061 308,557 22.4％ 2,998,523 329,838 21.6％ 6.9％
③水道光熱費 2,471,479 271,863 19.7％ 2,296,856 252,654 16.5％ ▲ 7.1％
④人件費 1,828,834 201,172 14.6％ 1,857,557 204,331 13.4％ 1.6％
⑤種苗費 1,081,448 118,959 8.6％ 1,115,484 122,703 8.0％ 3.1％
⑥肥料費 975,364 107,290 7.8％ 1,037,634 114,140 7.5％ 6.4％
⑦農業機械・器具費 717,410 78,915 5.7％ 499,413 54,935 3.6％ ▲ 30.4％
⑧土地賃貸料 379,506 41,746 3.0％ 422,442 46,469 3.0％ 11.3％
⑨農薬費 279,908 30,790 2.2％ 253,197 27,852 1.8％ ▲ 9.5％
⑩修繕費 109,177 12,009 0.9％ 156,685 17,235 1.1％ 43.5％
⑪その他（雑費など） 106,162 11,678 0.8％ 95,107 10,462 0.7％ ▲ 10.4％
10 アール当たりの所得

（A）－（B） 7,568,054 832,486 － 11,244,269 1,236,870 － 48.6％

表３　ミニトマトの栽培コスト

資料：韓国農村振興庁「農畜産物所得資料集」

項目

2018年 2021年 2021年 /
2018年比
（増減率）ウォン 円

栽培コスト
に占める
割合（％）

ウォン 円
栽培コスト
に占める
割合（％）

10 アール当たりの
総収入（A） 14,227,921 1,565,071 － 17,904,696 1,969,517 － 25.8％

10 アール当たりの
経営費（B） 9,256,978 1,018,268 － 10,310,589 1,134,165 － 11.4％

①施設償却費 1,624,520 178,697 17.5％ 1,721,682 189,385 16.7％ 6.0％
②資材費 1,638,130 180,194 17.7％ 1,699,938 186,993 16.5％ 3.8％
③水道光熱費 1,573,445 173,079 17.0％ 1,733,365 190,670 16.8％ 10.2％
④人件費 1,636,007 179,961 17.7％ 1,855,433 204,098 18.0％ 13.4％
⑤種苗費 1,208,199 132,902 13.1％ 1,311,049 144,215 12.7％ 8.5％
⑥肥料費 787,551 86,631 8.5％ 753,356 82,869 7.3％ ▲ 4.3％
⑦農業機械・器具費 369,128 40,604 4.0％ 516,525 56,818 5.0％ 39.9％
⑧土地賃貸料 187,536 20,629 2.0％ 258,432 28,428 2.5％ 37.8％
⑨農薬費 154,550 17,001 1.7％ 223,656 24,602 2.2％ 44.7％
⑩修繕費 23,624 2,599 0.3％ 48,868 5,375 0.5％ 106.9％
⑪その他（雑費など） 54,288 5,972 0.6％ 188,285 20,711 1.8％ 246.8％
10 アール当たりの所得

（A）－（B） 4,970,943 546,804 － 7,594,107 835,352 － 52.8％
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（５）輸出動向
トマトの輸出量は、国内生産量の１％程
度と少ないものの、輸出されている生鮮ト
マトのうち96％以上が日本向けとなって
いる（図18）。日本への輸出は、物流コス
トが安価な船舶により輸送されるが、地理

的にも近いため輸送時間は１日程度と短
い。韓国では輸出先の多角化を目指して台
湾、香港、シンガポールなどの新たな市場
開拓を行っているが、対日輸出依存度は依
然として高い。

図16　大玉トマトの卸売価格の推移

資料：韓国農水食品物流公社
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図17　大玉トマトの小売価格の推移

資料：韓国農水食品物流公社
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４　韓国のトマト消費と流通の動向

（１）消費動向
2021年の韓国の１人当たり年間トマト
消費量は6.9キログラムである。22年農
業展望によると、健康志向の高まりから
消費量は年々増加しており、26年には同
7.3キログラム、31年には同7.5キログラ
ムまで増えると予想されている。
また、18年に農村振興庁が消費者856

人を対象にトマトの購入について調査し
たところ、大玉トマトを好む消費者は
206人（24％）、ミニトマトを好む消費
者は408人（47.7％）であり、ミニトマ
トはその手軽さから需要が高まってい
る。摂取形態を見てみると、大玉トマト
は朝食にジュースにして飲むか、

午後または夕方に軽食として摂取し、ミ
ニトマトは主に午後または夕方にそのま
ま摂取する頻度が多いとされている。さ
らに、消費者がトマトを購入する際に考
慮する点では、「味(糖度)」と「鮮度」が最
も重視され、次いで「価格」、「硬さ(硬
度)」、「安全性」の順とされている。
同国では、トマトは野菜ではなく果物
として認識されており、主にデザートと
して消費されてきたため、スーパーや
八百屋では果物売り場に陳列されること
も珍しくない（写真２）。現在は、サラダ
やパスタなどの食材などその用途は拡大
しているものの、かき氷やケーキのトッ
ピング材料としてスイーツに利用される
ことも多い（写真３）。

図18　韓国の生鮮トマト輸出量の推移

資料：「Global Trade Atlas」
注　：HSコード070200
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また、近年は、SNSを中心に若者の間
でロゼクリームというソースが流行して
いる。ロゼクリームとは、ホワイトソー
スや牛乳にトマトを混ぜてロゼ色（バラ
色）にしたクリームソースのことで、ク
リームのまろやかさで辛みが特徴である

韓国料理がマイルドになることや、その
見た目の可愛さから若者を中心に人気が
高まっている。ロゼトッポギやロゼラー
メンなどいったロゼクリームを利用した
「ロゼフード」の人気も高まっているとさ
れている（写真４）。 

写真３　スイーツのトッピングに使用されるミニトマト

写真２　スーパーでレモンやオレンジの隣に陳列されるミニトマト
（京畿道富川市、2023年１月25日撮影）

写真４　ロゼクリームを使用した「ロゼトッポギ」
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（２）流通経路
国産トマトの生産量が多いことから、
2001年以降は生鮮トマトの輸入実績は無
く、ほぼ100％を自国産で賄っている。
国内向けのトマトは、生産者から農協
などの生産者団体に出荷された後、卸売
市場、小売業者または量販店を経由し、
収穫から２日程度で消費者に届けられる
（図19、写真５～８）。国内流通は、生産
者団体から卸売業者に引き渡される量が
46％、量販店などの大型流通業者に引き

渡される量が49％となっている。近年は、
卸売業者の割合が低下し、大型流通業者
の割合が上昇する傾向にある。生産され
るトマトの６割以上が、大型流通業者を
経由して消費者に届けられており、大型
流通業者の影響力が強まっている。また、
日本への輸出（生産量の１％）は生産者
団体が直接輸出することで、流通経費を
軽減し、価格競争力を確保している。

写真５　選別前の収穫トマト
（出典：韓国農水産食品流通公社）

生産者
生産者
団体

卸売
業者

小売
業者

消費者

大型流
通業者

大口需
要業者

輸出

100％
（100％）

49％
（29％）

4％
（2％）

46％
（68％）

26％
（44％）

26％
（44％）

14％
（15％）

1％
（1％）

6％
（9％）

63％
（44％）

図19　生鮮トマトの流通経路

資料：韓国農水産食品流通公社「農水産食品輸出支援情報」
注１：流通経路は2021年時点のもので、数値は全体の流通量に占める割合を示す。
注２：括弧内は2013時点の割合を示す。

写真６　自動選別機
（出典：韓国農水産食品流通公社）
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５　韓国におけるスマートファーム普及に
向けた取り組み

韓国でも、日本と同様に生産者の高齢化
や担い手不足が深刻化する中で、労働生産
性を向上させ、高品質化を可能にするス
マートファーム技術の開発・普及に注目が
集まっている。
韓国政府は2022年、ビッグデータや人
工知能（AI）など４次産業革命技術を活用
し、農業分野におけるデジタル技術の開発

と普及を目的として878億ウォン（96億
5800万円）を投資する計画を発表した。
また、同国政府は施設園芸分野のスマート
ファーム普及に向けて、外部環境（外部温
度、風速、雨量、照度）や施設内環境（二
酸化炭素量、土壌水分量、培地水分量）を
測定するセンサーや制御装備（換気扇、天
窓、側窓）の設置を推進するため、補助事
業を通じたさまざまな支援を行っている
（表４、写真９～12）。

写真７　検品作業の様子
（出典：韓国農水産食品流通公社）

写真８　卸売市場に出荷されるトマト
（出典：韓国農水産食品流通公社）

表４　韓国政府のスマートファーム支援策

資料：聞き取りを基に農畜産業振興機構作成

事業名 事業の内容等

施設園芸近代化事業
事業内容：�老朽化した温室の改修、天窓自動開閉装置、外部環境センサー、無人

噴霧機、換気装置などの設置を支援。
補 助 率：国 20％、地方自治体 30％、融資 30％、自己負担 20％

スマートファーム施設普及
事業

事業内容：�スマートファームの普及に向けた環境整備およびコンサルティングを
支援。

補 助 率：環境整備は国 30％、地方自治体 30％、自己負担 40％
　　　　　コンサルティングは国 80％、自己負担 20％
補助上限額：2 億ウォン（2 千 200 万円）

輸出専門スマートファーム
温室新築推進事業

事業内容：�ICT 融合技術を活用した施設園芸用農産物の生産性・品質向上と輸出
拡大を加速するため、施設設備の経費を一部補助。ガラス温室の新設・
改修、ビニール温室での複合環境制御設備、環境センサー、自動灌漑
設備、二酸化炭素発生装置などの設置経費を補助。

補 助 率：国 20％、地方自治体 30％、融資 30％、自己負担 20％
対象品目：輸出向け施設野菜、花卉
支援規模：�栽培面積が0.3～2.0ヘクタールまで(栽培経験が3年以上で1ヘクター

ル以上の温室運営経験者は 5 ヘクタールまで支援 )
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さらに、同国政府はスマートファームに
特化した青年就農者の育成を目的として、
18年から「スマートファーム革新バレー」
計画を推進してきた。現在までに国内４カ
所（全羅北道、全羅南道、慶尚北道、慶尚

南道）に研修拠点を構え、各施設では、満
18～ 39歳の青年就農者を毎年50人程度
受け入れ、20カ月の期間でトマト、イチゴ、
パプリカなどの栽培やスマート農業技術に
ついて教育を行っている（図20）。

写真９　天窓自動開閉装置
（出典：スマートファームコリア）

写真10　外部環境センサー
（出典：スマートファームコリア）

写真11　温室環境コントロールパネル
（出典：スマートファームコリア）

写真12　養液システム
（出典：スマートファームコリア）

図20　教育カリキュラム

資料：慶南スマートファーム革新バレーのホームページを基に機構作成

・5～7月

・オンライン申請

・書類審査・面接

・9～10月

・栽培方法、マーケ

ティング、スマー

ト機器の使用方法

などの基礎教育

・11月 ～ 翌年4月

・専門家の指導の下、生産(育

苗・管理・収穫)過程を現場実習

・実習費70万ウォンまで支援

・ 翌年5月～翌々年4月

・自己責任の下で営農計画・生

産・販売の全過程を実習(100坪

/人)。材料費は360万ウォン。

・実習費70万ウォンまで支援

入門教育（2カ月） 教育実習（6カ月） 経営実習（12カ月）申請・面接
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このうち、慶尚南道の革新バレーでは、
寄宿舎が完備され、月20万ウォン（２万
2000円、光熱費含む、食堂利用料別途）
で研修生の住まいも確保されている。また、
教育修了生には融資申請資格が付与される
ほか、成績優秀者には賃貸型スマート
ファームの優先入居権（圃

ほじょう

場面積500坪
前後、入居期間３年)が付与されるなど、
研修後にはスムーズに経営を始めるための
仕組みも構築されている。
また、近年は情報通信技術（ICT）の発
展とともに、花粉媒介昆虫にもスマート技
術を適用する研究が進められている。施設
園芸では、施設内での受粉が必要になるた
め、ミツバチやマルハナバチなどの花粉交
配用昆虫が利用される。同国のトマト生産
における花粉交配用昆虫の使用率は
84.5％（注４）となっており、花粉交配用昆

虫は農業の生産性向上に重要な役割を果た
している。また、各種デジタルセンサーと
無線通信機能を組み合わせた花粉媒介用デ
ジタル蜂巣が開発され、徐々に普及してい
る。蜂巣をデジタル化することで、蜂巣内
部の温度、湿度、二酸化炭素濃度、餌量を
データ化し、画像処理を通じて蜂の活動量
を監視することが可能となる。特に、８月
の高温時期のトマト栽培時には、デジタル
蜂巣を活用すれば、従来比1.2倍の着果量
が期待できるとして、その有効性が確認さ
れている。
これらのように政府による支援ととも
に、今後も同国ではICTやロボット技術の
活用が促進されるとみられる。

（注４）�韓国国立農業科学院農村開発庁（2021）『昆虫
花粉媒介者の利用状況と展望』

忠清南道にあるイ・ウング農場では、スマートファームを導入し、高品質のトマトを
生産している。イ代表（コラム―写真１）は「一定の収入を得るためには、一定の収量
が必要であり、以前はそれだけの収量を得るためには、１日中農場で働かなければなら
ず、自然にスマートファームの導入を考えるようになった」という。従来の農業方法に
限界を感じたことが、スマートファームの導入のきっかけになっている。同農場は韓国
政府から2400万ウォン（264万円）の支援を受け、養液自動供給装置や浄水器を導入
し、土耕栽培から養液栽培に切り替えた。その他にも、流動・排気ファン、保温カーテ
ン制御装置、温室環境センサーなどを導入している（コラム―写真２）。スマートファー
ムの導入前は１坪当たりの生産量が20.9キログラムであったが、導入後には同25.5キ
ログラムと２割以上増加し、１坪当たりの売上高もスマートファームの導入前の10万
5882ウォン（１万1647円）から11万ウォン（１万2100円）に増加した。また、スマー
トファームを導入して最も満足度が高いのは、人件費を削減できた点であるという。
同代表の周辺でもスマートファームの導入を希望する農家は多いが、彼らが感じる最
も大きい心配は、やはり費用としている。しかし、同代表は、このような農家に対して
最初からすべてを揃えようとせず、本当に必要な機能を吟味し、必要なオプションだけ
を導入するのも一つの方法とアドバイスしている。スマートファームの導入に関し、最
も重要となるのは情報収集であり、スマートファームを無作為に導入するよりも、先導
農家を回ってアドバイスを聞き、自身に合ったスマートファームと施設を導入すること
が大切だと語っている。

【コラム　スマートファームの取り組み】
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６　おわりに

韓国産生鮮トマトは、外食・中食を中心
とした一定の需要を背景に日本の輸入量の
過半を占めている状況にある。しかし、同
国では、栽培コストの上昇が課題となって
おり、為替相場の変動とともに、今後は取
引価格も上昇していくことが想定される。
また、同国内では健康志向の高まりなどか
らトマトの消費量が伸びており、国内への
仕向け量増加も見込まれる。
一方で日本では、施設園芸の農家戸数が

減少傾向にある中で、トマトの栽培面積も
減少傾向で推移し、燃料費や肥料費、農薬
費といったさまざまな栽培コストは上昇傾
向にあり、単収の増加などから生産量は横
ばいで推移しているものの、予断を許さな
い状況にある。主要な野菜であるトマトの
安定供給に向けては、国内生産の安定が求
められるが、引き続き日本の需要や輸入動
向、加えて主要輸入先である韓国の輸出や
消費動向について幅広く注視していくこと
も必要と考えられる。

コラム―写真１　イ・ウング代表
（出典：スマートファームコリア）

参考：スマートファームコリア『2022年施設園芸分野ICT融合拡散事業の優秀事例集』

コラム―写真２　保温カーテンや流動・換気ファンが設置されたハウス
（出典：スマートファームコリア）


